
山梨県国民健康保険団体連合会 

 

平成 29年度 財務諸表に対する注記 

 

 

1．継続事業の前提に関する注記 

該当なし 

 

 

 2．重要な会計方針 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

 該当なし 

 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 該当なし 

 

(3)固定資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産…定額法により計上している。 

 ②無形固定資産（ソフトウエア）…定額法により計上している。 

 ③固定資産の耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」によっている。 

 

(4)引当金の計上基準 

 退職給付引当金…職員の退職金の支給に備えるため、自己都合による期末要支給額を計上して 

いる。 

 

 (5)消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税込み方式により計上している。 

 

(6)その他の会計処理 

 未収金・未払金の会計処理…会計期間経過後の財務会計規則で定める出納整理期間中の収入及 

び支出は未収金及び未払金に計上している。 

 

 

3．会計方針の変更 

該当なし 
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4．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

(単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 0 0 0 0 

小  計 0 0 0 0 

特定資産     
 

  

事業運営安定化積立金（一般） 533,225,000 0 79,481,000 453,744,000 

財政調整基金積立資産（国保） 23,102,000 21,900,000 23,102,000 21,900,000 

財政調整基金積立資産（後期） 28,533,000 28,174,000 28,533,000 28,174,000 

財政調整基金積立資産（介護） 10,518,000 10,433,000 10,518,000 10,433,000 

財政調整基金積立資産（特定） 988,000 0 988,000 0 

財政調整基金積立資産（重心） 10,346,000 9,202,000 10,346,000 9,202,000 

減価償却引当資産（国保） 126,888,000 64,926,000 75,892,000 115,922,000 

減価償却引当資産（後期） 62,936,000 20,420,000 2,245,000 74,406,000 

減価償却引当資産（介護） 6,561,000 2,163,000 0 8,724,000 

減価償却引当資産（特定） 3,579,000 1,278,000 0 4,857,000 

減価償却引当資産（重心） 13,737,000 5,333,000 0 19,070,000 

電算処理システム導入作業経費積立資産（国保） 3,465,000 13,387,000 201,000 16,651,000 

電算処理システム導入作業経費積立資産（後期） 8,335,000 4,002,000 201,000 12,136,000 

電算処理システム導入作業経費積立資産（介護） 11,380,000 6,544,000 0 17,924,000 

電算処理システム導入作業経費積立資産（障害） 2,722,000 2,722,000 0 2,722,000 

電算処理システム導入作業経費積立資産（特定） 9,996,000 2,850,000 0 12,846,000 

電算処理システム導入作業経費積立資産（重心） 1,162,000 348,000 0 1,510,000 

退職給付引当資産 86,010,383 58,575,000 18,919,000 46,354,383 

什器備品（国庫補助金）  （一般） 8,065,589 0 2,570,859 5,494,730 

什器備品（国庫補助金）  （国保） 43,887,453 0 2,765,400 41,122,053 

ソフトウエア（国庫補助金）（一般） 4,330,437 0 1,027,745 3,302,692 

ソフトウエア（国庫補助金）（国保） 74,495,595 0 14,072,550 60,423,045 

      
 

  

小  計 1,074,262,457 252,257,000 270,862,554 966,917,903 

合  計 1,074,262,457 252,257,000 270,862,554 966,917,903 
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5．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 
(単位：円） 

科  目 当期末残高 

(うち指定正 

味財産から 

の充当額) 

(うち一般正 

味財産から 

の充当額) 

(うち負債に 

対応する額) 

基本財産 0 0 0 0 

小  計 0 0 0 0 

特定資産 
 

  
 

  

事業運営安定化積立金（一般） 453,744,000 0 453,744,000 0 

財政調整基金積立資産（国保） 21,900,000 0 21,900,000 0 

財政調整基金積立資産（後期） 28,174,000 0 28,174,000 0 

財政調整基金積立資産（介護） 10,433,000 0 10,433,000 0 

財政調整基金積立資産（特定） 0 0 0 0 

財政調整基金積立資産（重心） 9,202,000 0 9,202,000 0 

減価償却引当資産（国保） 115,922,000 0 115,922,000 0 

減価償却引当資産（後期） 74,406,000 0 74,406,000 0 

減価償却引当資産（介護） 8,724,000 0 8,724,000 0 

減価償却引当資産（特定） 4,857,000 0 4,857,000 0 

減価償却引当資産（重心） 19,070,000 0 19,070,000 0 

電算処理システム導入作業経費積立資産（国保） 16,651,000 0 16,651,000 0 

電算処理システム導入作業経費積立資産（後期） 12,136,000 0 12,136,000 0 

電算処理システム導入作業経費積立資産（介護） 17,924,000 0 17,924,000 0 

電算処理システム導入作業経費積立資産（障害） 2,722,000 
 

2,722,000 
 

電算処理システム導入作業経費積立資産（特定） 12,846,000 0 12,846,000 0 

電算処理システム導入作業経費積立資産（重心） 1,510,000 0 1,510,000 0 

退職給付引当資産 46,354,383 0 46,354,383 0 

什器備品（国庫補助金）  （一般） 5,494,730 5,494,730 0 0 

什器備品（国庫補助金）  （国保） 41,122,053 41,122,053 0 0 

ソフトウエア（国庫補助金）（一般） 3,302,692 3,302,692 0 0 

ソフトウエア（国庫補助金）（国保） 60,423,045 60,423,045 0 0 

      
 

  

小  計 966,917,903 110,342,520 856,575,383 0 

合  計 966,917,903 110,342,520 856,575,383 0 

 

6．担保に供している資産 

該当なし 

 

7．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

                                   （単位：円） 

科  目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 

特定資産 
   

什器備品（国庫補助金） 65,271,515 18,654,732 46,616,783 

  ソフトウエア（国庫補助金） 90,131,304 26,405,567 63,725,737 

その他の固定資産 
   

建物附属設備 113,925 98,486 15,439 

車両運搬具 3,906,000 3,905,999 1 

什器備品 316,405,410 187,702,048 128,703,362 

ソフトウエア 320,463,285 149,511,271 170,952,014 

合  計 796,291,439 386,278,103 410,013,336 
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8．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

  債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。 
 

(単位：円） 

科  目 債権金額 
貸倒引当金の 
当期末残高 

債権の 
当期末残高 

該当なし    

合     計    

 

9．保証債務等の偶発債務 

該当なし 

 

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

   満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

(単位：円） 

科  目 帳簿価類 時  価 評価損益 

該当なし  

 

 

 

 

 合     計  

 

 

 

 

  

11．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

   補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

(単位：円） 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表 

上の記載区分 

該当なし       

合     計  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

 （単位：円） 

内 容 金 額 

計上収益への振替額 

 減価償却費計上による振替額 

 事業費充当額 

 

 29,165,764 

538,577,499 

合     計 567,743,263 

 

13．関連当事者との取引の内容 

該当なし 

 

14．重要な後発事象 

該当なし 

 

15．その他 

該当なし 

 


